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2013年 11月 18日 

各   位 

 

大阪市淀川区西宮原２丁目６番６４号 

Ｉ Ｄ Ｅ Ｃ 株 式 会 社 

代表者役職名 代表取締役会長兼社長  

氏    名 舩 木 俊 之 

（コード番号 6652 東証第一部） 

問 合 せ 先  

責任者役職名 執行役員 経営管理担当  

氏    名 西 山 嘉 彦 

Ｔ Ｅ Ｌ  （０６）６３９８－２５００ 

 

簡易株式交換によるＩＤＥＣ ＤＡＴＡＬＯＧＩＣ株式会社および 

データロジックＡＤＣ株式会社の完全子会社化に関するお知らせ 

 

当社は、2013 年 11 月 18 日、会社法第 370 条及び当社定款第 25 条の規定に基づく取締役会決議

に代わる書面決議により、IDEC DATALOGIC株式会社（以下、「IDL社」といいます。）、データロジッ

ク ADC株式会社（以下、「ADC 社」といいます。）それぞれを当社の完全子会社とする株式交換（以下、

総称して「本株式交換」といいます。）を行うことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

なお、本株式交換は最近事業年度の末日において、株式交換完全子会社となる IDL社、ADC社それ

ぞれの総資産額が株式交換完全親会社となる当社の純資産額の 10％未満であり、かつ IDL 社、ADC

社それぞれの売上高が当社の売上高の３％未満であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ております。 

 

記 

 

 

１．本株式交換の目的 

IDL社は、当社とイタリアの大手自動認識機器製造販売会社であるDATALOGIC S.p.A（以下、「DL

社」といいます。）の双方が50％の株式を保有する自動認識機器製品を販売する会社であります。

また、ADC社は、DL社がその株式の100%を保有する自動認識機器製品を販売する会社であります。 

今般、IDL社及びADC社を当社の完全子会社とすることにより、当社グループのもとで日本市場に

おけるDL社自動認識機器製品の販売強化を行い、また、日本市場で要求される製品の提供、DL社が

取り扱っていない製品群の補完等を行うため、当社グループ保有の技術を利用した自動認識機器製

品の自社開発を通じて、自動認識機器製品の売り上げ拡大を目指しております。そのためにも、DL

社とは技術面をはじめとする包括的な協業に関する合意を行っております。 
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２．本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

2013年11月18日  株式交換取締役会決議（全社） 

2013年11月18日  株式交換契約締結（全社） 

2013年11月22日  株式交換契約承認株主総会（IDL社、ADC社） 

2013年12月20日（予定） 株式交換効力発生日 

（注）本株式交換は、当社については、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手

続きにより、当社の株主総会決議による承認を受けないで行う予定です。 

 

（２）本株式交換の方式 

当社を株式交換完全親会社、IDL社、ADC社それぞれを株式交換完全子会社とする株式交換です。

本株式交換は、当社については、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続により、

当社の株主総会決議による承認を受けないで行う予定です。 

 

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 

（株式交換完全親会社） 

IDL社 

（株式交換完全子会社） 

ADC社 

（株式交換完全子会社） 

株式交換に係る 

割当の内容 
１ 49.44 164.66 

（注）  １．株式の割当比率 

IDL社の普通株式１株に対して、当社の普通株式49.44株を、ADC社の普通株式１株

に対して、当社の普通株式164.66株をそれぞれ割当て交付します。ただし、当社が

保有するIDL社の株式3,000株については、本株式交換による株式の割当ては行いま

せん。 

     ２．本株式交換により交付する当社の株式数 

普通株式  477,640株（IDL社との株式交換につき148,320株、ADC社との株式交換

につき329,320株） 

なお、IDL社、ADC社の株主に割当て交付する当社普通株式は、全て当社の保有する

自己株式をもって行うことから、新株の発行は行わない予定です。また、本株式交

換にともない、当社の１株に満たない端数の割当てを受けることとなるIDL社、ADC

社の株主に対しては会社法第234条の規定に従い対応いたします。 

     ３．単元未満株式の取扱いについて 

単元（100株）未満の当社の株式の割当を受ける場合、かかる割当を受けた株式を

東京証券取引所その他金融商品取引所において売却することはできませんが、その

ような単元未満株式を保有することになった株主様は、当社に対して、自己の保有

する単元未満株式を買い取ることを請求することが可能です。 

 

（４）本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．本株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方 

本株式交換における株式の割当比率の公正性・妥当性を確保するため、第三者算定機関として

PricewaterhouseCoopers Co., Ltd.を選定し、株式交換比率の算定を依頼いたしました。当社の株

式価値につきましては、東京証券取引所第一部に上場しており、市場価格が存在することから、市

場株価法（2013年６月５日を算定基準日とし、算定基準日以前の３か月間（2013年３月６日から2013

年６月５日）の終値平均株価）を採用して算定しました。IDL社、ADC社につきましては、非上場会

社であることを勘案し、DCF法を採用して算定を行いました。本株式交換比率算定にあたる前提とし

て、大幅な増減益、資産、負債の金額が直近の財務諸表と比べて大きく異なることは見込んでいま

せん。 

なお、当社の１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比率の算定レンジは以下のとおり

となります。 

 IDL社 ADC社 

株式交換比率の算定レンジ 45.43～53.45 147.76～181.55 

 

当社は、この算定結果を参考にして、IDL社及びADC社と慎重に協議を重ねた結果、本株式交換に

おける株式の割当比率について前記２．（３）に記載した比率が妥当であるとの判断に至り、合意

いたしました。 

 

 

４．本株式交換の当事会社の概要                  （2013年３月 31日現在） 

株式交換完全親会社 

（１）商号 IDEC株式会社 

（２）所在地 大阪市淀川区西宮原二丁目６番 64号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 舩木俊之 

（４）事業内容 制御機器製品，制御装置及び FA システム製品，制御用周辺機器製品，

防爆・防災関連機器製品，その他の電気機械器具の製造、販売 

（５）資本金 10,056 百万円 

（６）設立年月日 1947年３月 26日 

（７）発行済株式総数 38,224,485株 

（８）決算期 ３月 31 日 

（９）大株主及び持株比率 

（2013 年３月 31 日現在） 

１.日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

２.日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

３.舩木俊之 

４.株式会社みずほ銀行 

５.藤田慶二郎 

4.85％ 

3.14％ 

2.87％ 

2.76％ 

2.63％ 

（10）直前事業年度（2013年３月期）の財政状態及び経営成績（連結） 

純資産 27,165 百万円 

総資産 42,496 百万円 

１株当たり純資産 914.98 円 

売上高 29,343 百万円 

営業利益 1,434百万円 

経常利益 1,696百万円 

当期純利益 1,859百万円 

１株当たり当期純利益 61.03円 
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完全子会社 

（１）商号 IDEC DATALOGIC 株式会社 データロジック ADC株式会社 

（２）所在地 大阪市淀川区三国本町一丁目 10

番 40号 

東京都品川区西五反田七丁目 13

番５号 DK五反田ビル９階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 舩木俊之 代表取締役社長 菅清二 

（４）事業内容 自動認識機器の販売 自動認識機器の販売 

（５）資本金 300百万円 151百万円 

（６）設立年月日 1995年７月５日 1996年６月７日 

（７）発行済株式総数 6,000株 2,000株 

（８）決算期 12月 31 日 12月 31日 

（９）大株主及び持株比率 

（2013 年 11月 18日現在） 

IDEC株式会社 

50％ 

DATALOGIC S.p.A  

50％ 

DATALOGIC S.p.A 

100％ 

（10）直前事業年度（2012年 12 月期）の財政状態及び経営成績 

純資産 263百万円 90百万円 

総資産 403百万円 522百万円 

１株当たり純資産 43,861.37円 45,471.58円 

売上高 762百万円 833百万円 

営業利益 48百万円 56百万円 

経常利益 58百万円 55百万円 

当期純利益 35百万円 139百万円 

１株当たり当期純利益 5,988.08円 69,902.12円 

 

 

５．本株式交換後の状況 

本株式交換後の株式交換完全親会社である当社の名称、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業

内容、資本金及び決算期については、上記「４．本株式交換の当時会社の概要」に記載の内容から

変更はありません。 

 

 

６．今後の見通し 

本株式交換による2014年３月期の業績に与える影響は現時点では軽微なものと見込んでおります

が、公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

 

以 上 


